地域日本語教育向け日本語能力判定ツール開発事業　
　企画・運営業務　提案応募書
年　　月　　日　
　愛 知 県 知 事　殿
住所：　　　　　　　　　　　　　　
団体名：　　　　　　　　　　　　　　
代表者名：　　　　　　　　　　　　　　
地域日本語教育向け日本語能力判定ツール開発事業企画・運営業務を受託したいので、別添のとおり関係書類を添えて応募します。なお、書類の記載内容については、事実に相違ないことを誓約します。
記

１　提案者は、以下の全ての応募資格を満たしていること。
２　募集要領に記載された事項を全て承知の上で提案するものであること。
 ＜応募資格＞
	項　　　　　　　　　　目
	チェック

	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者（破産者で復権を得ない者等）でないこと。
	

	愛知県内に活動拠点或いは事業所を有する法人又は法人以外の団体等であること。
	

	特定非営利活動法人にあっては、特定非営利活動促進法に基づく各種提出書類を適法に所管庁に提出していること。
	

	定款・規約等及び役員等名簿を整備していること。
	

	現金出納簿等の会計関係帳簿類を整備していること。
	

	国税及び地方税の滞納がないこと。
	

	愛知県から、製造の請負、物件の買い入れその他の契約に係る資格停止措置を企画提案書受付期間に受けていないこと。また、資格停止措置に準ずる行為を行っていないこと。
	

	「愛知県知事が行う事務及び事業から暴力団排除に関する合意書」（平成24年６月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。
	

	宗教活動若しくは政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体や個人でないこと。
	

	日本語教育に関連する業務実績を有すること。
	


◆ 担当者
	氏名
	

	TEL
	

	Ｅメール
	


＜提案者の概要＞
	事業者名
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	公正採用選考人権啓発推進員の設置
	□設置対象となる事業所である
　　□設置している

（添付書類：「公正採用選考人権啓発推進員選任状況報告書」の写し）
□設置していない

□設置対象ではない


（様式１）








